【新規就農部門】
第６６回福島県農業賞推薦調書（推薦市町村名：　　　　　　）
１　対象者のプロフィール           　　　　　　　　 ※１ 令和７年４月１日現在で記入する。
                                   　　　　　　　　 ※２ 夫婦連名の場合は、下欄に配偶者を記入する。
	ふりがな
氏　　名
	生年月日
（年齢　※１）
	経営改善計画
認定の有無等※３
	就農年次

	
	　　年　　月　　日
（　　歳）
	□あり　□予定あり　□なし

（　　年　　月　　日認定）
	年

	※２


	　　年　　月　　日
（　　歳）
	□あり　□予定あり　□なし

（　　年　　月　　日認定）
	年

	住　　所
（ＴＥＬ）
	〒　　　－　　　　　

（ＴＥＬ　　　　－　　　　－　　　　）

	地域条件
（気象）
（土地）
（市場）等
	

	就農前の

教育・研修

体験等
	研修先、研修期間、主な内容について記載



	就農に
至る動機
及び経過、
発展過程
	

	記帳種類
	経営記帳
	□複式簿記：　　　　年～
	□単式簿記：　　　　年～

	
	所得申告
	□青色申告：　　　　年～
	□白色申告：　　　　年～

	
	作業日誌
	□あ  　り：　　　　年～
	□な　　し

	家族農業
従事状況
	続　柄
	氏　名
	年齢
	年間農業
従事日数
	左総労働
時間※３
	他 産 業
従事日数

	
	
	
	
	
	
	

	雇用状況
（年間）
※４
	常時雇用：　　　　　人　　　（年間延労働時間　　　　　時間）

	
	臨時雇用：延　　　　人・日　（年間延労働時間　　　　　時間）

	家族経営協定締結状況※５
	□締結済み（　　　年）　　□締結予定あり（　　　年）

	
	□給料制　　□休日制　　□就業時間設定あり　　□役割分担　

□その他（　　　　　　　　                                           ）


	家族を含めた

農業士等
認定状況
（氏名）

※６
	指導農業士

女性農業士

青年農業士　　

指導農業機械士

認定就農者

ＧＡＰ認証

みどり認定等
	
	（　　　年～　　　）
（　　　年～　　　）
（　　　年～　　　）
（　　　年～　　　）
（　　　年～　　　）
（　　　年～　　　）

（　　　年～　　　）

	地域内の組織活動
※７
	加入者名
	組織等名
	本人の位置
	同左期間

	
	
	
	
	


※３　認定農業者の予定等ある方のみ記入。
　※４　労働時間は２の（５）との整合性をとること。
　※５　農家後継者の場合は必須項目。その他は（）に記入。
　※６　みどり認定等には、みどり認定、エコファーマー認定、特別栽培農産物、有機農産物等の認証制度に

取り組んでいるものについて記載する。
原則４月１日現在で記入するが、見込みも可とする。その場合、（○月見込）と記入すること。
※７　近年３カ年に加入している地域組織や生産組織、公職等について記入する。
例：農業青年等組織、認定農業者会、ＪＡ等部会、生産組合、農業委員会、共済組合等
２　経営の概況
（１）土地等　　※８ 農地法、農業経営基盤強化法、農地中間管理事業法に基づく設定面積。
　　　　　　　　 ※９ 主な減価償却資産は必要に応じ別途一覧表を添付可。
	土地(ａ)
	水　田
	畑
	樹園地
	採草放牧地
	山林等
	合　計

	所 有 地
	
	
	
	
	
	

	借地※８
	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	
	
	
	
	

	経営類型
	作目名と規模（面積・飼養頭羽数・本数等）を記入

農家後継者にあっては、本人の担当する部門について明記

　

	作業受託
	作業内容及び作業量（面積等）を記入

	主な減価償却資産の状況
※９
（機械）
（施設）
（家畜）
（植物）
	減価償却資産名
	面積・数量
	取得年
	取得価格
	減価償却費

	
	
	
	
	
	


（２）営農資金の借入状況
	資金名
	用 途
	借  入
金  額
	借入
年月
	借入
期間
	年　間
償還額
	期　末
残　額

	（短期）
（長期）


	
	
	
	
	
	

	合   計
	
	
	
	
	
	


（３）主要品目の出荷・販売方法 ※10
	品目名（品種名等）
	出荷・販売方法
	出荷割合
％　
	備考（市場名・店名・取引先等）

	
	
	
	


　※10　出荷・販売方法には、ＪＡや地元市場、直売や宅配、学校給食への食材供給等具体的に記入する。
（４）技術改善の成果
	作目名
（品種名等）
	比較項目
※11
	成果
R６
	比較対象
（注）
※12
	最近年の状況

	
	
	
	
	R３年
	R４年
	R５年

	
	販売単価
	
	
	
	
	

	
	単位収量

または品質
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	（注）比較対象※11


	特記事項




※11　比較項目は、販売単価及び単位収量または品質を主な作物ごとに記載すること。

また、他にも技術改善の成果指標となりうる項目（労働時間等）がある場合は、欄を増やして自由に項目を設定し、整理すること。
　※12　比較対象は、地域平均や県平均等、比較に使用した根拠を明らかにすること。
（５）経営の成果・分析
	農業所得
（千円）
※13
	
	R６
	R５
	R４
	過去３年平均

	
	本人所得

（①家族全体）
	
	
	
	

	農業経営基盤強化法に基づく市町村基本構想

新たに農業経営を営もうとする青年等の所得目標　　　万円、労働時間目標　　　時間


※13　農家後継者の場合は、本人所得の他、家族全体に係る所得を記入すること。

また、農業所得及び雇人費を確認または算出した資料を添付すること。

なお、参考様式（別紙：経営の経済正）を示すが、独自の様式でも可とする。

	家族労働状況　※14
	雇用労働状況 ※13
	参　考

	
	基幹従事者
	補助従事者
	雇用人数
	雇人費総額
	雇 人 費
県最低賃金
（円／時間）

⑩  　円

	人　　数
	②
	人
	
	　　人
	延　　人
	千円
	

	総労働時間
（一人当）
	③
	時間

（　　　時間）
	④
	時間
（　　　時間）
	雇用時間

　　時間
	⑦
	時給換算
（円／時間）
　

円
	

	労働報酬
※15
	⑤
	千円
	⑥
	千円
	⑧基幹従事者一人当所得
	　千円

	
	
	
	
	
	⑨経営体当１時間当所得
	   　円


※14　基幹従事者とは、年間１５０日以上農業に従事している者とし、それ以外の家族農業従事者を補助従事者とする。
※15　①＝⑤＋⑥とし、⑥の金額は下記（イ）（ロ）（ハ）により算出する。
　 　　  （イ）補助従事者へ労働報酬を支払っている場合はその金額。
　　　　 （ロ）雇用労働がある場合は、雇人費の時給⑦を用いて算出する。（④×⑦）
　　　　 （ハ）雇用労働がない場合は、県平均の時給⑩を用いて算出する。（④×⑩）
        ⑧＝⑤／②　　　 （千円）とする。
        ⑨＝①／（③＋④）（ 円 ）とする。
３　表彰対象となる優れた実績
（１）技術・経営上の特徴、創意工夫点等（発展経過）
	【経営の特徴】
【経営の発展経過】
【技術の特徴と経営の創意工夫など】



（２）地域への貢献、普及性、将来構想等
	【地域への貢献：地域からの期待や評価】
【普及性：地域の農業者へ与えた影響】
【将来構想】


	推薦調書記入責任者（所属・職名・氏名）



